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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社は、第27期中間会計期間が半期報告書提出の初年度に当ります。 

  よって、第26期中の数値については記載しておりません。また、当社は第27期中以降は中間連結財務諸表を

作成しておりませんので、第27期中以降の数値についても記載しておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権を発行しておりますが、第26期については当

社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できませんので、記載してお

りません。 

             期 第26期中 第27期中 第28期中 第26期 第27期 

  指標等 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 (百万円) － － － 23,635 － 

経常利益 (百万円) － － － 1,531 － 

中間（当期）純利益 (百万円) － － － 964 － 

純資産額 (百万円) － － － 4,575 － 

総資産額 (百万円) － － － 12,783 － 

１株当たり純資産額 (円) － － － 7,400.50 － 

１株当たり中間 

（当期）純利益 
(円) － － － 1,454.16 － 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) － － － 35.8 － 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － － － 2,306 － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － － － 308 － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － － － △1,691 － 

現金及び現金同等物の 

中間期末（期末）残高 
(百万円) － － － 5,178 － 

従業員数 

（外、平均臨時 

 雇用者数） 

(人) 
－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

166 

(14) 

－ 

(－) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社は、第27期中間会計期間が半期報告書提出の初年度に当ります。よって、第26期中の数値は記載してお

りません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、新株予約権を発行しておりますが、第27期中及

び第26期については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握でき

ませんので記載しておりません。 

４．平成16年５月20日付にて1対10の株式分割を実施しております。 

なお、第27期中及び第27期の１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

     ５．第26期の営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッ

      シュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高については、連結財務諸表を作成しておりますので記載し

      ておりません。 

             期 第26期中 第27期中 第28期中 第26期 第27期 

  指標等 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 (百万円) － 12,642 14,329 23,635 26,883 

経常利益 (百万円) － 1,099 1,455 1,557 2,257 

中間（当期）純利益 (百万円) － 825 878 757 1,483 

資本金 (百万円) － 1,872 2,371 1,872 2,371 

発行済株式総数 (株) － 7,240,000 7,740,000 724,000 7,740,000 

純資産額 (百万円) － 5,329 8,202 4,575 7,262 

総資産額 (百万円) － 13,224 15,230 12,783 16,015 

１株当たり純資産額 (円) － 866.90 1,186.60 7,400.50 1,087.90 

１株当たり中間（当期）

純利益 
(円) － 134.29 128.63 1,133.43 227.80 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
(円) － － 125.45 － 222.25 

１株当たり中間（年間）

配当額 
(円) － － 5.0 50.0 10.0 

自己資本比率 (％) － 40.3 53.9 35.8 45.3 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － 714 686 － 1,775 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － △71 △362 － △226 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － △30 △907 － 1,214 

現金及び現金同等物の 

中間期末（期末）残高 
(百万円) － 5,813 7,367 － 7,951 

従業員数 

（外、平均臨時 

 雇用者数） 

(人) 
－ 

(－) 

177 

(18) 

177 

(19) 

166 

(14) 

178 

(17) 



２【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 部門別の従業員数を記載すると次のとおりです。 

 （注）「従業員数」は、就業人員（派遣出向者、パート、派遣社員を除く）であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間

会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

(2）労働組合の状況 

 当中間会計期間においては、労使関係は良好であり特記すべき事項はありません。 

  （平成17年９月30日現在）

事業部門の名称 従業員数（人） 

ペットフード部門 37  (－) 

ペットトイレタリー部門 31 （12） 

営業部門 73 （ 3） 

管理部門 36 （ 4） 

合計 177 （19） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（1）業績全般の概況 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、好調な企業収益により、景気の踊り場局面を脱却しようとする状況にありま

す。また、個人消費は、雇用・所得環境の回復、消費者マインドの改善に支えられて、底堅く推移しております。 

 当ペットケア業界におきましては、店頭における激しい価格競争は従前のとおりですが、社会の少子・高齢化が進行し

ていく中、ペットに対する関心は益々増大し、ペットケア市場への期待は非常に大きなものとなってきております。 

 当社は、「健康と清潔でペットの暮らし快適に」を企業理念に、ペットが元気で長生きし、清潔な環境で暮らしていく

ための、ペットフード部門・ペットトイレタリー部門の２つの事業部門に特化して、事業展開を図ってまいりました。 

 ペットフード部門では、毎日食べられるおいしさを目指した犬用グルメフード『愛犬元気 銀のさら』、猫用グルメフ

ード『ねこ元気 銀のスプーン』、増え続ける高齢犬・猫に対応した犬用フード『愛犬元気  11歳以上用』『ゲインズパ

ックン  11歳以上用』、猫用フード『ねこ元気  11歳以上用』といった差別化されたカテゴリー製品を中心に強化・販売

促進を図りました。また、より積極的にペットの健康をサポートする『ユニ・チャーム  ペットケア  サプリメント』を

新たにラインナップいたしました。ペットトイレタリー部門では、犬の排泄処理用品『デオシート』、猫の排泄処理用品

『1週間消臭・抗菌デオトイレ』、主に増え続ける高齢化による失禁に対応する『ペット用オムツ』といったペットの室

内飼育に対応した製品の強化・販売促進を図りました。 

 その結果、当中間会計期間の売上高は14,329百万円（前期比13.3％増）、経常利益は1,455百万円（前期比32.4％増）

となりました。中間純利益は878百万円（前期比6.4％増）となりました。 

 当中間期の配当金につきましては、1株当たり5円といたしました。 

  

 （2）事業部門別の概況 

 当社の事業部門別の売上高の状況は下表のとおりであります。 

 事業部門別の概況は以下のとおりであります。 

① ペットフード部門 

 ペットフード部門の売上高は前期比11.9％増の8,906百万円となりました。 

 当部門は、ペットが健康で長生きするため、年齢・体格・体調といったそれぞれのペットの特徴に応じて必要な栄養バ

ランスを実現した製品の提案に取組んでおります。 

 平成16年3月に発売いたしました『ねこ元気 銀のスプーン』は好調に推移しており、銀のスプーンシリーズとして、

平成17年3月にニーズの高い毛玉嘔吐対策製品の『ねこ元気 銀のスプーン毛玉ケア』を追加し、毎日与えられるグルメ

製品として、お客様から高い支持をいただいております。さらに、このたび、お客様からご要望の高い高齢化に対応した

製品として『ねこ元気 銀のスプーン７歳以上用』を新たに発売いたしました。 

 小型犬の増加により増えてまいりました高嗜好性に対する要望に対応し、平成17年3月に発売した犬用グルメフード

  （単位：百万円）

  前中間会計期間 当中間会計期間 増減額 

売上高 12,642 14,329 1,687 

営業利益 1,220 1,591 371 

経常利益 1,099 1,455 356 

中間純利益 825 878 53 

１株当たり中間純利益 134円 29銭    128円 63銭   △5円 66銭  

  （単位：百万円）

  前中間会計期間 当中間会計期間 増減額 

ペットフード 7,960 8,906 946 

ペットトイレタリー 4,681 5,422 741 

合計 12,642 14,329 1,687 



『愛犬元気 銀のさら』につきましては、テレビコマーシャル投入等の積極的な消費者認知活動により、毎日与えること

の出来る犬用デイリーグルメ製品として、お客様から高い評価をいただきました。 

 「積極的に愛犬の健康維持を図りたい」という、増えつづけるペットオーナーの要望に対応し、「腰・関節の健康」

「皮膚・被毛の健康」「毎日の健康」という代表的なニーズに合う3つのタイプをそろえ平成17年3月に発売した『ユニ・

チャーム ペットケア サプリメント』につきましては、市場の拡大を目指し、新聞・ウェブページを通して、「1万人

キャンペーン」を実施し、消費者の認知およびトライアル喚起に取り組みました。 

 また、ペットの高齢化、室内飼育の増加等によるペットの擬人化、飼い主の間での健康意識の高まりといった背景か

ら、ペットフードにおける健康・ヘルシーといったことに対するニーズが非常に高まっております。当社では、このた

び、愛犬が生まれながらに持っている自然治癒力で健康を維持していく食事療法の視点から「ホリスティックケア」とい

う考え方を採用した製品『愛犬元気 素材のチカラ』を新たに平成17年10月より発売いたしました。当製品は、肉・穀

物・野菜・果物・海藻・乳製品といった6大重要素材群による健全な栄養バランスのとれた「素材」というドッグフード

の原点にこだわり作り上げられた新しいドッグフードであります。 

  

② ペットトイレタリー部門 

 ペットトイレタリー部門の売上高は前期比15.8％増の5,422百万円となりました。 

 当部門は、ペットの清潔、ペットと暮らす室内の清潔というニーズに応えていくための製品の提案に取組んでおりま

す。 

 猫排泄処理における2大ニーズである「消臭」と「取り除きの手間」に対応し、高い評価をいただいております、猫の

排泄処理用システムトイレ『１週間消臭・抗菌デオトイレ』につきましては、1,000円キャッシュバックキャンペーンの

実施、砂（サンド）が飛び散らない取替え用消臭サンド『飛び散らない消臭サンド』の発売等により、順調にお客様のお

宅への設置台数を伸ばしました。さらに、このたび、本体の改善として、愛猫がいつも同じ所にオシッコをするので、シ

ートを前後に入れ替えするユーザーが多いことから、入れ替え時に手を汚さないことを目的に、シートを入れるトレーを

前後入れ替え方式に変更しました。また、リビングに置いた際の美観に配慮しフードを付けた『1週間消臭・抗菌 フー

ド付きデオトイレ』を新発売いたしました。 

 犬排泄ケアにおける2大ニーズである「モレない」「臭わない」に高いレベルで対応した『スーパーデオシート』は、

消費者の高品質を求めるニーズに合致し、順調に使用されるお客様の数を伸ばしました。 

  

 （3）キャッシュ・フローの概況 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フローにより686百万円増加し、投資活

動によるキャッシュ・フローにより362百万円減少し、財務活動によるキャッシュ・フローにより907百万円減少した結

果、現金及び現金同等物の残高は、7,367百万円となり前中間会計期間末に比べ1,554百万円の増加となりました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、686百万円の獲得となりました。税引前中間純利益が1,468百万円、減価償却費

は110百万円となっております。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、生産設備の投資により、362百万円の使用となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、907百万円の使用となりました。社債の返済による支出額は1,000百万円、配当

金の支払額は66百万円となっております。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．金額は製造原価によっております。 

(2）製品仕入実績 

 当中間会計期間の仕入実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）  本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社は見込み生産を行なっているため、該当事項はありません。 

  
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日） 

事業部門の名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ペットフード 2,134 97.4 

ペットトイレタリー 1,321 145.4 

合計 3,456 111.5 

  
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日） 

事業部門の名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ペットフード 2,816 127.4 

ペットトイレタリー 1,459 84.5 

合計 4,275 108.6 



(4）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社の事業上および財務上の対処すべき課題に、重要な変更または新たに生じた問題はあり

ません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

５【研究開発活動】 

 当社は、企業理念であります「健康と清潔でペットの暮らし快適に」に沿って、製品開発及び基礎研究を行っておりま

す。 

 ペットフード製品は、兵庫県伊丹市にあります自社工場において、ペットトイレタリー製品は、香川県観音寺市で製品

の開発・研究に取り組んでおります。 

 ペットフード製品では、昨今の室内飼育の増加や高齢化に伴う健康志向の高まりに対応した、健康プレミアムフードの

開発及びより美味しい食事を与えたいとするグルメ志向に対応した製品開発に集中して活動いたしました。 

 健康志向への対応については、素材の組み合わせによりバランスの良いタンパク質・脂肪・ビタミン・ミネラル摂取に

関する知見を蓄積いたしました。 

 一方、グルメに関しましては、犬や猫の嗜好の特徴を理解することに注力し、旨味エキスの開発を推進いたしました。

 ペットトイレタリー製品につきましては、当社のコアコンピタンスであります吸収体技術の知見を更に広げると共に、

室内飼育の増加に伴い、益々消費者からの要望が高まっている消臭技術の開発を推進いたしました。 

 なお、当中間会計期間の研究開発費は、80百万円となりました。 

  
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日） 

事業部門の名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ペットフード 8,906 111.9 

ペットトイレタリー 5,422 115.8 

合計 14,329 113.3 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（百万円） 
総販売実績に対す
る割合（％） 

金額（百万円） 
総販売実績に対す
る割合（％） 

ジャペル㈱ 2,545 20.1 3,501 24.4 

エコー・トレーディング㈱ 2,814 22.3 3,080 21.5 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したものは、次のとおり

であります。 

 三重工場のペットシート関連の生産設備の新設については平成17年6月に完了し、７月から操業を開始しておりま

す。 

 これにより、同工場の生産能力は約50％増加しました。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。 

 また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）平成17年7月6日開催の取締役会決議により、平成17年11月18日付をもって１株を２株に株式分割し、会社が発行 

   する株式の総数は30,960,00株増加し、61,920,000株となっております。 

  

②【発行済株式】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 30,960,000 

計 30,960,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成17年9月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名 内容 

普通株式 7,740,000 15,480,000 
東京証券取引所 

(市場第一部) 
－ 

計 7,740,000 15,480,000 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

商法第280条ノ20、第280条ノ21の規定及び平成14年6月24日開催の定時株主総会決議に基づき発行した新株予

約権は、次のとおりであります。 

（注）平成17年7月6日開催の取締役会決議により、平成17年11月18日付をもって１株を２株とする株式分割を行っており

ます。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）平成17年7月6日開催の取締役会決議により、平成17年11月18日付をもって１株を２株に株式分割し、発行済株式 

  総数が、7,740,000株増加しております。  

  
中間会計期間末現在 
（平成17年9月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 94  90 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 94,000 180,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり   600  １株当たり   300 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年7月１日 

至 平成20年6月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    600 

資本組入額   300 

発行価格     300 

 資本組入額    150 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の一部行使

はできない。 

② 当社普通株式にかかる

株券が店頭売買有価証

券として日本証券業協

会に登録され、または

いずれかの証券取引所

に上場されていること

を要する。 

③ その他の権利行使の条

件は、当社取締役会に

おいて決定するものと

する。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 同左 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年4月 1日 

～ 平成17年9月30日 
－ 7,740,000 － 2,371 － 2,558 



(4）【大株主の状況】 

（注）１． 当社は自己株式を827,061株を保有しておりますが、議決権がないため上記の大株主より除外しており 

 ます。 

  平成17年9月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

ユニ・チャーム

(株) 
東京都港区高輪三丁目25番23号 2,710,000 35.01 

ユニテック(株) 愛媛県四国中央市川之江町4087番地の24 690,000 8.91 

日本マスタートラ

スト信託銀行(株)

信託口 

東京都港区浜松町2丁目11-3 313,000 4.04 

日本トラスティ・

サービス信託銀行

(株)信託口 

東京都中央区晴海1丁目8-11 305,100 3.94 

高原 利雄 東京都品川区東五反田三丁目6－9－301 161,830 2.09 

資産管理サービス

信託銀行(株)信託

Ｂ口 

東京都中央区晴海1丁目8番12号 晴海アイランド トリト

ンスクエア オフィスタワーＺ棟 
119,900 1.55 

日興シティ信託銀

行(株)投信口 
東京都品川区東品川2丁目3-14 109,600 1.42 

ザ バンク オブ 

ニューヨーク ト

リーテイー ジャ

スデック アカウ

ント 

AVENUE DES ARTS, 35 KUNSTLAAN, 1040 BRUSSELS, BELGIUM 91,800 1.19 

高原 慶一朗 東京都港区白金台一丁目１番21－705号 90,000 1.16 

計 － 4,591,230 59.32 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株含まれております。なお、 

    「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個は含まれておりません。 

    ２．「単位未満株式」の欄には、当社所有の自己株式61株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、平成17年9月1日より東京証券取引所市場第一部におけるものであり、それ以前は同取引

     所市場第二部におけるものであります。 

     ２．平成17年9月30日現在の株主に対して、株式分割を実施しており、※は、株式分割による権利落後の最高・ 

     最低株価を示しております。 

３【役員の状況】 

    前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
   （自己保有株式） 

          827,000  
－ － 

完全議決権株式（その他）         6,912,200           69,122 － 

単元未満株式               800 － － 

発行済株式総数         7,740,000 － － 

総株主の議決権 －           69,122 － 

  平成17年9月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ユニ・チャームペ

ットケア(株) 

東京都品川区西五

反田七丁目20番９

号 

827,000 － 827,000 10.68 

計 － 827,000 － 827,000 10.68 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月   ９月 

最高（円） 7,180 6,560 6,700 6,750 7,080 
  

 ※ 

7,240 

3,850 

最低（円） 6,320 5,610 6,280 6,200 6,420 
  

 ※ 

6,840 

3,180 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）

に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマ

ツにより中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について  

当社は、子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。  



１【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

         期   
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

  科目 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   5,813   7,367 7,951   

２．受取手形   150   83 88   

３．売掛金   2,578   2,977 3,133   

４．たな卸資産   1,468   1,284 1,466   

５．その他  ※２  271   297 369   

貸倒引当金   △21   △23 △25   

流動資産合計     10,262 77.6 11,987 78.7   12,984 81.1

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1）建物   451   498 421   

(2）機械及び装置   554   750 552   

(3）土地   1,233   1,233 1,233   

(4）その他   86   128 148   

計   2,326   2,610 2,356   

２ 無形固定資産   17   10 14   

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※２ 75   98 95   

(2）その他   553   532 576   

貸倒引当金   △10   △8 △10   

計   618   622 660   

固定資産合計     2,962 22.4 3,243 21.3   3,031 18.9

資産合計     13,224 100.0 15,230 100.0   16,015 100.0 

            

 



         期   
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

  科目 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   3,039   3,181 3,364   

２．１年以内償還予定
の社債 

  1,000   － 1,000   

３．未払金   2,215   2,149 2,492   

４．未払法人税等   414   564 603   

５．賞与引当金   243   232 201   

６．その他   105   62 133   

流動負債合計     7,018 53.1 6,189 40.6   7,794 48.7

Ⅱ 固定負債           

１．受入保証金   197   209 206   

２．退職給付引当金   504   532 535   

３．役員退職慰労引当
金 

  98   94 106   

４．その他   76   2 110   

固定負債合計     877 6.6 838 5.5   958 6.0

負債合計     7,895 59.7 7,027 46.1   8,753 54.7

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     1,872 14.2 2,371 15.6   2,371 14.8

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   1,812   2,558 2,558   

資本剰余金合計     1,812 13.7 2,558 16.8   2,558 15.9

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   62   62 62   

２．任意積立金   1,000   2,300 1,000   

３．中間（当期）未処
分利益 

  1,210   1,350 1,868   

利益剰余金合計     2,272 17.2 3,712 24.4   2,930 18.3

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    28 0.2 57 0.4   58 0.4

Ⅴ 自己株式     △655 △5.0 △496 △3.3   △655 △4.1 

資本合計     5,329 40.3 8,202 53.9   7,262 45.3

負債資本合計     13,224 100.0 15,230 100.0   16,015 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

         期   
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  科目 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     12,642 100.0 14,329 100.0   26,883 100.0 

Ⅱ 売上原価     6,889 54.5 7,903 55.2   14,989 55.8

売上総利益     5,753 45.5 6,426 44.8   11,894 44.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    4,532 35.8 4,835 33.7   9,281 34.5

営業利益     1,220 9.7 1,591 11.1   2,612 9.7

Ⅳ 営業外収益 ※１   195 1.5 120 0.8   188 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※２   315 2.5 255 1.7   542 2.0

経常利益     1,099 8.7 1,455 10.2   2,257 8.4

Ⅵ 特別利益 ※３   292 2.3 15 0.0   346 1.3

Ⅶ 特別損失 ※４   45 0.3 1 0.0   100 0.4

税引前中間（当
期）純利益 

    1,346 10.7 1,468 10.2   2,503 9.3

法人税、住民税及
び事業税 

  399   526 980   

法人税等調整額   122 521 4.2 64 590 4.1 40 1,020 3.8

中間（当期）純利
益 

    825 6.5 878 6.1   1,483 5.5

前期繰越利益     384 471   384 

中間（当期）未処
分利益 

    1,210 1,350   1,868 

            



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

          期   
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

  科目 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

    

税引前中間（当期）
純利益 

  1,346 1,468 2,503 

減価償却費   100 110 207 

退職給付引当金の 
減少額 

  △185 △3 △154 

役員退職慰労引当金
の増減額 

  4 △11 12 

支払利息   4 4 9 

社債利息   11 7 23 

為替差損   △22 △0 △9 

為替予約評価益   △174 △107 △140 

売上債権の増減額   197 161 △295 

たな卸資産の増減額   △200 182 △198 

仕入債務の増減額   142 △183 467 

未払金の増減額   △50 △343 225 

その他   △65 △21 △91 

小計   1,108 1,262 2,560 

利息及び配当金の 
受取額 

  0 0 1 

利息の支払額    △11 △11 △23 

法人税等の支払額   △383 △565 △763 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  714 686 1,775 

 



          期   
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

  科目 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

    

有形固定資産の取得 
による支出 

  △71 △362 △226 

有形固定資産の売却 
による収入 

  0 － 0 

無形固定資産の売却
による収入  
  

  － 0 － 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △71 △362 △226 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

    

   増資による収入      － － 1,245 

    ストックオプション 
    行使による収入 

  － 158 － 

    社債の償還による 
    支出 

  － △1,000 － 

    自己株式の取得に 
    よる支出 

  － △0 △0 

配当金の支払額   △30 △66 △30 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △30 △907 1,214 

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
  係る換算差額 

  22 0 9 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額 

  634 △583 2,772 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

  5,178 7,951 5,178 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末（期末）残高 

※１ 5,813 7,367 7,951 

      



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

           期 

項 目 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

 (3）たな卸資産 

 ①製品、半製品、仕掛品、原材

料 

 総平均法による原価法 

(3）たな卸資産 

 ①製品、半製品、仕掛品、原材

料 

同左 

(3）たな卸資産 

 ①製品、半製品、仕掛品、原

材料 

同左 

  ②貯蔵品 

 最終仕入原価法 

 ②貯蔵品 

同左 

 ②貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

但し、平成10年４月１日以降取

得した建物（附属設備を除く）

については定額法を採用してお

ります。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

(1）有形固定資産 

 同左 

  

  

(1）有形固定資産 

同左 

 建物 10年～50年

機械及び装置 ２年～17年

   

   

  

 (2）無形固定資産 

 定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づ

いております。 

(2）無形固定資産 

 同左 

  

(2）無形固定資産 

同左 

３．繰延資産 新株発行費 

支出時に費用処理しておりま

す。 

─────── 

  

  新株発行費 

 支出時に費用処理しておりま 

 す。 

  

 



           期 

項 目 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため一般債権については貸倒

実績率による見積額を、貸倒懸

念債権等特定債権については個

別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左  

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に

充てるため、次回支給予定額の

うち当中間会計期間に対応する

金額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左  

(2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に

充てるため、次回支給予定額の

うち当期に対応する金額を計上

しております。 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異 

（504百万円）については、５

年による按分額を費用処理して

おります。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による

定額法により按分した額を費用

処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌事業年度

より費用処理しております。 

(追加情報） 

当社は確定給付企業年金法の

施行に伴い、厚生年金基金の代

行部分について、平成１６年８

月１日に厚生労働大臣から過去

分返上の認可を受けておりま

す。 

当中間会計期間における損益

に与える影響額は特別利益とし

て290百万円計上しております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による

定額法により按分した額を費用

処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌事業年度

より費用処理しております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

 なお、会計基準変更時差異 

（504百万円）については、５年

による按分額を費用処理してお

ります。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による

定額法により按分した額を費用

処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌事業年度

より費用処理しております。 

(追加情報） 

 当社は確定給付企業年金法の 

施行に伴い、厚生年金基金の代

行部分について、平成１６年８

月１日に厚生労働大臣から過去

分返上の認可を受け、平成１６ 

年１１月１９日に国に返還額（ 

最低責任準備金）の納付を行っ

ております。  

 当会計期間における損益に 

与える影響額は特別利益として 

290百万円計上しております。  

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため役員退職慰労金規程に

基づく当中間会計期間末要支給

額を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため役員退職慰労金規程に

基づく当事業年度末要支給額を

計上しております。 

 



           期 

項 目 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、当中間

会計期間末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

 なお、為替予約等の振当処理の

対象となっている外貨建金銭債権

債務については、当該為替予約等

の円貨額に換算しております。 

 同左 

  

 外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

 なお、為替予約等の振当処理の

対象となっている外貨建金銭債権

債務については、当該為替予約等

の円貨額に換算しております。 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

 なお、為替予約等が付されて

いる外貨建金銭債権債務等につ

いては、振当処理を行なってお

ります。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左  

  

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

 ヘッジ対象 

外貨建予定取引 

ヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

 (3）ヘッジ方針 

 当社の内部規程である「デリ

バティブ取引リスク管理方針」

に基づき、為替変動リスクをヘ

ッジしております。 

 なお、主要なリスクである輸

入取引による外貨建金銭債務の

為替変動リスクに関しては、原

則として債務金額の80％程度を

ヘッジする方針であります。 

(3）ヘッジ方針 

 同左 

  

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段の想定元本とヘッ

ジ対象に関する重要な条件が同

一であり、かつ、ヘッジ開始時

及びその後も継続して、相場変

動又はキャッシュフロー変動を

完全に相殺するものと想定する

ことができるため、ヘッジ有効

性の判定は省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

           期 

項 目 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

８．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

手許預金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から3ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっており

ます。 

同左 同左 

９．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等については、相殺の

上、金額的重要性が乏しい為、

流動負債の「未払金」に含めて

表示しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

  

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準 

「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年8月9日）及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第6号 

平成15年10月31日）が平成16年3月31

日に終了する会計年度に係る財務諸

表から適用できることになったこと

に伴い、当中間会計期間から同会計

基準及び同適用指針を適用してい

る。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

 ─────── 

  

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準 

「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年8月9日）及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第6号 

平成15年10月31日）が平成16年3月31

日に終了する会計年度に係る財務諸

表から適用できることになったこと

に伴い、当中間会計期間から同会計

基準及び同適用指針を適用してい

る。 

これによる影響額はありません。 

  

  

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,497百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,606百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,533百万円 

※２ 担保資産 

担保に供している資産は次の

とおりであります。 

※２ 担保資産 

担保に供している資産は次の

とおりであります。 

※２ 担保資産 

同左 

投資有価証券 

9百万円 

（宅建取引業供託） 

流動資産その他（有価証券） 

9百万円 

（宅建取引業供託） 

流動資産その他（有価証券）  

9百万円  

（宅建取引業供託）  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１  営業外収益のうち主要なもの 

為替予約評価益 174百万円 為替予約評価益 107百万円        為替予約評価益  140百万円 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

売上割引 200百万円 売上割引 237百万円 売上割引 425百万円

   

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ ─────────── ※３ 特別利益のうち主要なもの 

厚生年金基金代行

返上益 
290百万円

   厚生年金基金代行

返上益 
290百万円

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ ─────────── ※４ 特別損失のうち主要なもの 

退職給付費用 45百万円    退職給付費用 79百万円

   

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 96百万円

無形固定資産 3百万円

有形固定資産 106百万円

無形固定資産 3百万円

有形固定資産 200百万円

無形固定資産 7百万円



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間会 

 計期間末残高と中間貸借対照 

 表に掲記されている科目の金 

 額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間会

計期間末残高と中間貸借対照表

に掲記されている科目の金額と

の関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

  

  

  

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

  

現金及び預金勘

定 
5,813百万円

（＝現金及び現

金同等物） 

 

現金及び預金勘

定 
7,367百万円

（＝現金及び現

金同等物） 

 

  

現金及び預金勘

定 
7,951百万円

（＝現金及び現

金同等物） 

 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

当中間会計期間において、重

要性のあるリース取引はなくな

りましたので、該当事項はあり

ません。 

該当事項はありません。 

  

 当事業年度において、重要性の

あるリース取引はなくなりました

ので、該当事項はありません。 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

当中間会計期間において、重

要性のあるリース取引はなくな

りましたので、該当事項はあり

ません。 

該当事項はありません。     当事業年度において、重要性の 

   あるリース取引はなくなりました 

   ので、該当事項はありません。 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額 

支払リース料 3百万円

減価償却費相当

額 
3百万円

 該当事項はありません。 

  

支払リース料 3百万円

減価償却費相当

額 
3百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．子会社株式及び関係会社株式で時価のあるものはありません。 

３．その他有価証券で時価のあるもの 

当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．子会社株式及び関係会社株式で時価のあるものはありません。 

３．その他有価証券で時価のあるもの 

  （単位：百万円）

  中間貸借対照表計上額 時価 差額 

国債・地方債等 9 9 0 

合計 9 9 0 

  （単位：百万円）

  取得原価 中間貸借対照表計上額 差額 

株式 37 65 28 

合計 37 65 28 

  （単位：百万円）

  中間貸借対照表計上額 時価 差額 

国債・地方債等 9 9 0 

合計 9 9 0

  （単位：百万円）

  取得原価 中間貸借対照表計上額 差額 

株式 37 98 61 

合計 37 98 61



前事業年度末（平成17年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．子会社株式及び関係会社株式で時価のあるものはありません。 

３．その他有価証券で時価のあるもの 

  （単位：百万円）

  貸借対照表計上額 時価 差額 

国債・地方債等 9 9 0 

合計 9 9 0

  （単位：百万円）

  取得原価 貸借対照表計上額 差額 

株式 37 95 58 

合計 37 95 58



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

前事業年度末（平成17年３月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

（持分法損益関係） 

  （単位：百万円）

対象物の種類 取引の種類 契約額等 時価 評価損（△）益 

通貨 為替予約取引 2,497 2,420 △76 

  （単位：百万円）

対象物の種類 取引の種類 契約額等 時価 評価損（△）益 

通貨 為替予約取引 647 645 △2 

  （単位：百万円）

対象物の種類 取引の種類 契約額等 時価 評価損（△）益 

通貨 為替予約取引 1,633 1,523 △110 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 関連会社株式がないため、該当事

項はありません。 

 関連会社株式がないため、該当事

項はありません。 

 関連会社株式がないため、該当事

項はありません。 



（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 866円90銭

１株当たり中間純利益

金額 
134円29銭

１株当たり純資産額 1,186円60銭

１株当たり中間純利益

金額 
128円63銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
125円45銭

１株当たり純資産額 1,087円90銭

１株当たり当期純利益

金額 
227円80銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
222円25銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株予

約権を発行しておりますが、当社株

式は非上場であり、かつ店頭登録も

していないため、期中平均株価が把

握できませんので記載しておりませ

ん。 

当社は、平成16年５月20日付で株

式1株につき10株の株式分割を行って

おります。 

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の1株当たり情

報は、以下のとおりとなります。 

前事業年度 

1株当たりの純資産額  740.05円 

1株当たりの当期純利益 113.34円 

潜在株式調整後1株当たり当期純

利益については、新株予約権を発

行しておりますが、当社株式は非

上場であり、かつ店頭登録もして

いないため、期中平均株価が把握

できませんので、記載しておりま

せん。 

  

  

 当社は、平成16年５月20日付で株

式１株につき10株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度 

における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。  

    

１株当たり純資産額   740円05銭  

１株当たり当期純利益  113円34銭 

金額  



 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 825 878 1,483 

普通株式に帰属しない金額（百万円） － － 30 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (30) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
825 878 1,453 

期中平均株式数（千株） 6,148 6,829 6,378 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
  

  
  

 当期純利益調整額（百万円） － － － 

 普通株式増加数（千株） － 173 159 

 （うち、新株予約権（千株））   (173) (159) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

 新株予約権1種類

（新株予約権の数360

個）。新株予約権の状

況は「第４ 提出会社

の状況、１．株式等の

状況,(2）新株予約権

等の状況」に記載のと

おりであります。 

 ─────  ───── 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 当社株式は、平成16年10月18日付

で東京証券取引所市場第二部に上場

されました。株式上場に当たり、平

成16年９月15日及び平成16年９月28

日開催の取締役会決議に従い、新株

式を発行しました。 

 この結果、平成16年10月17日付で

資本金は2,371,500千円、発行済株式

総数は7,740,000株となりました。 

 平成17年７月６日開催の取締役会

決議に基づき、次のように株式分割

による新株式を発行しております。 

 この結果、平成17年11月18日付

で、発行済株式総数は15,480,000株

となりました。 

────────  

① 募集方法 ：一般募集 

(ブックビルディング

方式による募集) 

② 発行する株式

の種類及び数 

：普通株式 500,000株 

③ 発行価格 ：１株につき 2,650円 

一般募集はこの価格にて行いました。

④ 引受価額 ：１株につき 2,491円 

この価額は当社が引受人より１株当た

りの新株式払込金として受取った金額

であります。 

なお、発行価格と引受価額との差額の

総額は、引受人の手取金となります。

⑤ 発行価額 ：１株につき 1,998円 

(資本組入額  999円)

⑥ 発行価額の総

額 

：   999,000,000円 

⑦ 払込金額の総

額 

：  1,245,500,000円 

⑧ 資本組入額の

総額 

：   499,500,000円 

⑨ 払込期日 ：平成16年10月17日 

⑩ 配当起算日 ：平成16年10月１日 

⑪ 資金の使途 ：手取金のうち、 

1,000百万円は平成17年

7月に償還する社債の償

還資金、102百万円につ

いては設備資金、残高

については運転資金に

充当する予定です。 

１．平成17年11月18日をもって普通 

 株式１株につき２株に分割しており 

 ます。 

 （1）分割により増加する株式数 

    普通株式  7,740,000株 

 （2）分割方法 

    平成17年9月30日最終の株主 

   名簿に及び実質株主名簿に記載 

   又は記録された株主の所有株式 

   数を、１株につき２株の割合を

    もって分割します。 

２．配当起算日 

  平成17年9月30日 

  当該株式分割が前期首に行われた 

 と仮定した場合の前中間会計期間及 

 び前事業年度における１株当たり情 

 報並びに当期首に行われたと仮定し 

 た場合の当中間会計期間における１ 

 株当たり情報は、それぞれ以下のと 

 おりとなります。 

 前中間会計
 期間 

 当中間会計
 期間 

前事業年度

 １株当たり 
 純資産額 
   433.45円 

 １株当たり 
 純資産額 
  593.30円 

 １株当たり 
 純資産額 
   543.95円 

 １株当たり 
 中間純利益 
 金額 
   67.15円 

 １株当たり 
 中間純利益 
 金額 
    64.32円 

 １株当たり 
 当期純利益 
 金額 
   113.90円 

 潜在株式調 
 整後１株当 
 たり中間純 
 利益につい 
 ては、新株 
 予約権を発 
 行しており 
 ますが、当 
 社株式は非 
 上場であ 
 り、かつ店 
 頭登録もし 
 ていないた 
 め、期中平 
 均株価が把 
 握できませ 
 んので、記 
 載しており 
 ません。  

 潜在株式調 
 整後１株当 
 たり中間純 
 利益金額 
    62.72円 

 潜在株式調 
 整後１株当 
 たり当期純 
 利益金額 
  111.13円 

  



(2）【その他】 

平成17年10月27日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・34百万円 

(ロ) １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・５円00銭 

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・平成17年12月9日 

   （注）平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第27期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

   平成16年12月13日

ユニ・チャーム ペットケア株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 松﨑 信   印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 北村 嘉章  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

ユニ・チャーム ペットケア株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第27期事業年度の中間会計期間

（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及

び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ユニ・チャーム ペットケア株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期

間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更の項に記載されているとおり、会社は固定資産の減損に係る

会計基準が平成16年３月31日に終了する会計年度に係る財務諸表から適用できることになったことに伴い、当中間会計

期間から同会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

   平成17年12月 8日

ユニ・チャーム ペットケア株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 松﨑 信   印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 北村 嘉章  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

ユニ・チャーム ペットケア株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第28期事業年度の中間会計期間

（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及

び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ユニ・チャーム ペットケア株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期

間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 
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